
GSJ 地質ニュース Vol. 7  No. 8（2018 年 8 月）          191

「南海トラフ地震情報」の社会的影響の評価に関する
学際研究プロジェクトの取り組み

—どのように「理科」の情報を「社会」に活かすか？−
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１.　�研究の背景：東海地震から南海トラフ地震対策への
転換

フィリピン海プレートの沈み込みにともなって形成され

た駿河湾から九州の日向灘沖にかけての海底の溝状の地形

が「南海トラフ」である．南海トラフ沿いのプレート境界

を震源とする「南海トラフ地震」は，過去の歴史記録など

によれば，おおむね 100 ～ 150 年間隔で繰り返し発生し

ている．しかし，その発生間隔や震源域の範囲は一律では

なく多様性がある（第 1図）．

南海トラフを震源とする地震のうち，駿河湾を震源と

するマグニチュード（M）8級の「東海地震」に関しては，

1976 年に発生の切迫性が指摘された．それを受けて，直

前（2～ 3日前）での地震発生の予測が科学的に可能であ

るという前提のもと，1978 年に「大規模地震対策特別措

置法（以下，大震法）」が制定された．大震法は，地震発

生に関する科学的な情報に基づき内閣総理大臣が「警戒宣

言」を発表，社会・経済活動の制限を含むさまざまな応急

対策が行われることになっている．未だ発生していない

が，大規模な被害が想定される地震災害に対応するために

地震発生の予測を活用するという点で，大震法は地震防災

行政上画期的なものであったが，対象は南海トラフ地震の

一部である「東海地震」のみに限定されていた．

そうした中，2011 年 3月に観測史上最大のM9.0 の東

北地方太平洋沖地震（東日本大震災）が発生した．南海ト

ラフ地震と同様のプレート境界を震源とするこの巨大地震

により，わが国は甚大な被害を受けたため，国は従来の地

震防災政策の大幅な見直しに着手した．その中に，東海地
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震対策もある．

南海トラフ地震は，向こう 30 年間の発生確率が 70 ～

80％と高いうえ（地震調査研究推進本部，2013），南海ト

ラフ全域を震源とする最大M9.0 の超巨大地震が発生し

た場合，津波や地震の揺れによる死者が約 32万人にのぼ

るおそれがある（内閣府，2013）．こうした地震が突発的
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第 1図　�過去に発生した南海トラフ沿いでの巨大地震とその震源域．
地震調査研究推進本部（2013）より引用 .
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に起きれば，津波の到達が極めて早い静岡県や和歌山県，�

高知県などの沿岸域の住民は避難が間に合わないおそれが

ある．そこで，地震発生前になんらかの防災情報を出した

いという観点から，国は，東海地震のみを対象とした従来

の「東海地震に関連する情報（以下，東海地震情報）」をの

発表をやめ，新たに「南海トラフ地震に関連する情報（以

下，南海トラフ地震情報）」を 2017 年 11 月に導入した．

２．�「南海トラフに関連する情報」をめぐる課題：「理科」
の情報を「社会」はどう活かす？

従来の東海地震情報は，「調査情報」「注意情報」「予知

情報」の 3段階に分かれていた．特に警戒宣言にともなっ

て発表される「予知情報」は，「2～ 3日以内にM8の地

震が駿河湾で発生する」といった，地震の発生する場所・

時間・規模を明確に示す断定的なものであった．また，情

報の段階ごとに児童・生徒の帰宅や新幹線の運転見合わせ

など，自治体や企業の防災対応が定められていた（第2図）．

一方，今回導入された「南海トラフ地震に関連する情報」

は「定例」と「臨時」の 2種類がある（第 3図）．「定例」

情報は，月一回開催される，有識者からなる「南海トラフ

沿いの地震に関する評価検討会（以下，評価検討会）」の

定例会合における調査結果を発表するものである．もう一

つの「臨時」情報は，南海トラフ全域を対象として，異常

な現象（地震や地殻変動など）を観測した場合や，地震発

生の可能性が相対的に高まっていると評価された場合など

に，「評価検討会」の助言のもと，発表される．

しかしながら，この「臨時」情報は従来の東海地震情報

のように，地震が発生する「時間」「場所」「規模」という

3要素を断定的に述べるものではない．国が提示している

発表文例によれば「平常時に比べ，相対的に地震発生の可

能性が高まっている」という表現にとどまり，不確実性を

はらんだ内容になる見込みである（気象庁，2017）．よっ

て，仮に南海トラフ地震情報で「地震が発生する可能性が

高まった」と発表されても，実際に発生するのが 2日後な

のか，2ヶ月後か，はたまた 2年後なのかわからない．ま

た，発生する場所も多様性があり，駿河湾から九州の日向

灘沖にわたる想定震源域の全域なのか，その一部なのかも�

わからない．そもそも大地震そのものが発生しない「空振

り」になる可能性もある．

このようなあいまいな情報になったのは，過去 40年間

の地震学研究の進展により，大震法策定当時に考えられて

いたよりも，地震の発生の予測がはるかに困難であること

が分かってきたからである．そこで国は，2017 年に「大

震法の前提となるような確度の高い地震の予測はできな

い」とした．しかし地震発生について全く評価できないと

したわけではなく，「プレート間の固着状態の変化を示唆

する現象が発生している場合，地震発生の可能性が平常時

と比べ相対的に高まっていると評価することは可能」であ

るともしている（内閣府，2017）．それを受けて，断定的

な地震発生の予測を前提とする従来の東海地震情報の発表

をやめ，今回の南海トラフ地震情報の導入となった．

しかしながらこの変更によって，防災対応上取り組まな

ければならない新たな課題が出てきている．前述した通

り，大震法のもとでの東海地震情報については，具体的な

応急対策と紐付いていた．一方，今回の南海トラフ地震情

報については，発表される不確実な情報に対してどのよう

な防災行動をすればよいか，という検討はまだ緒に就いた

ばかりである．

もし不確実性を持つ情報が，その意味が十分理解されな

いまま社会に伝わると，物資の買い占めや大量の帰宅困難

者の発生，交通や流通の停滞，企業の操業停止など過剰な

第 2図　�東海地震に関連する情報と主な防災対策（https://www.
jma.go.jp/jma/kishou/books/toukai/toukai.pdf　2018 年 8
月 1日確認）．
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第 3図　�南海トラフ地震に関連する情報の種類と�
発表条件（https://www.data.jma.go.jp/svd/�
eqev/data/nteq/ info_cr i ter ion .html�
2018 年 8 月 1日確認）．

反応も想定される．即ち，仮に地震が発生しなくても，情

報が出されたことにより社会に大きな混乱やダメージを及

ぼすおそれがある．そのため，国や静岡県，高知県，中部経

済界といったモデル地区において情報発表時の対応が検討

されているが，不確実性を持つ情報に対して社会や人々が�

どのような反応を示すのかが十分解明されていないため，

検討が困難なものになっている．

そこで，南海トラフ地震情報が出された場合，国や自治

体，企業，個人，メディアなど社会の様々な構成員（アク

ター）がどのような反応を示すのか，そしてその結果，最

終的に社会や個人の防災行動にどのような影響を与えるの

かを明らかにするため，われわれは新たに学際的な研究プ

ロジェクトを立ち上げた（大谷ほか，2017）．地震発生予

測という「理科（科学）」の知見に基づく不確実性の高い

情報をどのように発信すべきか．それを「社会」はどう受

け止めるべきか．「理科」と「社会」の間でどのようなコミュ

ニケーションをすればこの情報を減災・防災に活かせるか．

本プロジェクトの問題意識はそこにある．その概要につい

て，以下紹介する．

３．�本研究プロジェクトの特徴：地震学・防災行政・メディ
アの協働

2016 年夏から地震学の研究者を中心に，本研究プロ

ジェクトは立ち上がった．その後，研究遂行において必要

な地震学分野以外の，メディアや防災行政の研究者・経験

者などの参画を得て研究体制を整えるとともに，研究戦略

の検討や研究手法の調査などを行ってきた．2017 年に京

都大学防災研究所の一般共同研究助成に採択され，本格的

な研究を開始した．

本研究プロジェクトの最大の特徴は，「どのような異常

現象が観測された場合にどのような南海トラフ地震情報

が発表されるのか」，「それがメディアを通じてどのよう

に伝達されるのか」，「さらに自治体はどのような対応を

とり，住民はどのような反応を示すのか」といった一連

の流れを，アンケート調査やヒアリングといった従来の

社会調査による方法の他に，図上演習という手法を組み�

合わせてリアルにきめ細かくシミュレーションすることに

ある．

図上演習とは，「時間の経過とともに変化する災害の状

況を想定・付与し，状況に応じた情報の収集・意思決定・

伝達などの対応を机上で行う演習（吉井，2007）」である．

一言でいうと，災害などといった緊急事態に対して，自分

ならばどのように対処するのかを参加者が考え，話し合う

ミーティングのことである．ある状況が発生した場合，ど

ういう事態の発生が予想されるのかについて共通のイメー

ジを描き，非常時における行動や対応を検証することで，

災害に備えることが目的である．�

図上演習は，これまで主に発災後（地震発生後）のケー

スが対象とされてきた．本研究ではこれを発災前の地震発

生予測の段階に応用し，地震学的にありうる様々な異常現

象の発現・進展に応じて，それが地震学の専門家によって

どのように評価され発表されうるか，そして刻一刻と発表

される予測情報に対して，メディアや自治体によりどのよ

うな情報伝達がなされうるか，社会における捉え方はどう

いったものになると予想されるかを，明らかにしていくこ

とが狙いである．

そのために本研究プロジェクトでは，地震学といった�

「理学（科学）」の研究者だけでなく，災害情報，防災行政，

防災報道など「社会」の側面に関わる研究者にも幅広く参

加を呼びかけた．さらに，地震発生の予測情報が発信され

た際に，それに実際に直面し対応することになるメディア

や行政，自治体などでの現場での災害対応業務に従事する

実務者の協力を得ながら，分野や立場の垣根を越えて学際

情報名 情報発表条件

南海トラフ地震
に関連する情報
（臨時）

南海トラフ沿いで異常な現象（※１）が観測され、その現象が南海
トラフ沿いの大規模な地震と関連するかどうか調査を開始した場
合、または調査を継続している場合
観測された現象を調査した結果、南海トラフ沿いの大規模な地震発
生の可能性が平常時と比べて相対的に高まったと評価された場合
南海トラフ沿いの大規模な地震発生の可能性が相対的に高まった状
態ではなくなったと評価された場合

南海トラフ地震
に関連する情報
（定例）

「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」の定例会合において
評価した調査結果を発表する場合

※１：南海トラフ沿いのプレート間の固着状態の変化を示唆する可能性がある現象。
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的・総合的・実証的に取り組む体制を取っている．

４．�研究手法：異常現象の発生から社会の反応・影響まで
を一貫してシミュレート

具体的な手法は以下の通りである．今，地震発生の予測

情報が作られ，伝えられ，使われていくという社会の中で

の情報の流れを，第 4図のように表現する．

まず，地震発生に関する何らかの異常現象が観測される

と，国（気象庁）はそれを評価検討し，その結果を南海ト

ラフ地震情報として社会に発表する．それを受けてメディ

アは報道，自治体は地域住民への広報などの形で情報伝達

を行い，住民や企業などはこうした情報を受けて，防災行

動を決定するという流れである．�

本プロジェクトで明らかにしたいのは，一連の対応の連

鎖として最終的にどのような個人や組織の防災行動が生じ

るかであり，その解明のため，本研究プロジェクトでは，

それぞれの段階に対応して，「地震発生シナリオ作成」，「地

震発生評価」，「情報伝達・報道」，「社会反応」の 4つの

調査課題を設定している．「地震発生シナリオ作成」は，

大地震発生に関連する異常現象の擬似的な観測データを作

成し，それを入力として「地震発生評価」では異常現象を

どう評価・公表するかを検討する．そしてその結果がどの

ように解釈・発信されるかを「情報伝達・報道」で調査し，

最後に，こうした報道などを見て住民などがどのような防

災行動を取るのかを「社会反応」調査で明らかにする，と

いう流れである．

具体的な内容は，以下の通りである．

① 「地震発生シナリオ作成」：本研究プロジェクトの地震

学者は，既に南海トラフ地震発生の数値シミュレーショ

ン技術を開発しており，スーパーコンピュータを使って

様々な地震発生パターンを計算している（第 5図）．こ

の結果を使って，地震発生前に想定される地殻変動を計

算し，現実的にあり得そうな異常現象を模した疑似観測

データを，異常の出現からタイムラインに沿って作成す

る．

②�「地震発生評価」：地震学者が判定役になり，ブライン

ドテスト，即ち判定役に結果（最終的に地震が発生する

かどうか）を事前には知らせずに，タイムラインに沿っ

て疑似観測データを検討し，地震発生の可能性を評価す

る．その際，要になるステージで評価結果の公表資料を

作成し，模擬記者会見などを実施する等，不確実な予測

をどのように公表・説明するのかをシミュレートする．

③ 「情報伝達・報道」：こうした予測情報の公表資料など

の検討や，東日本大震災におけるメディアの報道などの

検証から，メディアは不確実な予測情報について，各ス

テージでどのような取材を行い，どのような判断で情報

を取捨選択し，最終的にどのような形で情報発信するの

かメディアの種類（テレビ，新聞，ネットなど）毎に検

討する．被災が予想される地方自治体に対しては，予測

第 4図　地震発生予測情報の社会の中での流れの模式図と本研究の方法．Ohtani�et�al.(2018) 資料より．
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※ 南海トラフ沿いでは確認されていないが、世界全体では、M7.0以上の地震
発生後に、さらに規模の大きな地震が同じ領域で発生した事例がある
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シミュレーションでは、地震発生前にゆっくり
すべりを伴う場合、伴わない場合等、大地震
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Noda and Hori (2014)

南海トラフ東側で大規模地震(M8ｸﾗｽ)が発生
東海南海

日向灘

東海南海日向灘

ケース１ 南海トラフの東側だけで大規模地震が発生（西側が
未破壊） ※ 直近２事例では、南海トラフの東側の領域で大規模地震が発
生すると、西側の領域でも大規模地震が発生

全世界で1900年以降にM8.0以上
の地震(96事例)発生後、隣接領
域で同規模の地震が発生した事
例数

3日以内：10事例
3年以内：38事例

全世界で1900年以降にM7.0以上
の地震(1368事例)発生後、同じ領
域で、同規模以上の地震が発生
した事例

7日以内：24事例
3年以内：56事例
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第 5図　�数値シミュレーションで見られた南海トラフ地震の様々な発生パターン．南海地震，東南海地
震それぞれ単独での発生，南海・東南海・東海地震の三連動など，様々な地震発生パターンが
再現されている．Hyodo�et�al. �(2016) による．

第 6図　�東海地方にある気象庁の歪計観測点の分布図（https://www.
data.jma.go.jp/svd/eqev/data/nteq/kijyun_obs_points.html�
2018 年 6 月 7日確認）．

情報やその報道に対してどのような対応を取るのか，住

民に何をどのように伝えるのかを調査する．

④ 「社会反応」：こうした発表情報や報道を，受け手であ

る地域住民や企業などがどんな経路で入手し，どのよう

な防災行動をとるのかをアンケート調査や，聞き取り型

ワークショップを通じて明らかにする．さらに，社会の

様々なステークホルダーを集めた地域でのワークショッ

プを開催して，手法や効果の検証を行う．

５．�研究の進め方の事例：南海トラフ地震情報が発表され
た状況の「疑似体験」　

以上のような研究が現在どのように展開されているの

か，以下いくつかの事例を簡単に紹介していく．

5. 1　�地震発生シナリオと擬似観測データの作成
前述したように，本研究メンバーによって，南海トラフ

地震発生の数値シミュレーションが実施されている（第 5

図；Hyodo�et�al.，2016）．その結果を利用して，地震前

に発生する地表面の地殻歪の変化を計算するとともに，気

象庁から提供を受けた，東海地方に展開された気象庁の歪

観測点（第 6図）での実際のノイズデータを足しあわせる

ことで「擬似観測データ」を作成した（第 7図）．

第 7図にある赤色の▽は，仮想的な日付として 11 月

10 日の午前 0時頃に，静岡県にある「藤枝花倉」という

気象庁の体積歪計の観測点が，気象庁が定めている監視基

準値（レベル 3）を超えた時刻を示している．歪計は周囲

の環境や機器の特性に応じて，観測点や成分毎に固有の癖

があり，異常な地殻変動がない状態でも，歪計のデータに

は一定程度の揺らぎがみられる．監視基準値とは，普段の

こうした揺らぎからの逸脱具合を示すものである．気象庁

ではレベル 1，レベル 2，レベル 3という三段階の監視基

準値を設定しており，数字が上がるにつれてこれまでに見

られない変動であることを意味する（小林，2000）．この

ケースにおいては，レベル 3を超えているので，通常では�

見られない大きな逸脱が，この歪観測点で現れていること

を示している．

こうした擬似観測データは，前述の南海トラフ地震の最

新のコンピューターシミュレーションから期待される地殻

変動に，気象庁の観測点での実際のノイズデータを足しあ

わせて作成されていることから，現実にあっても全くおか

しくないデータである．判定役は，こうしたデータを検討

しながら地震発生の可能性を評価することになる．当然な

がら判定役は，大地震が起きるかどうかは知らされていな
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な

若干の

第 7図　�作成された歪計の擬似観測データの一例．仮想的な日付で
11 月 9 日 0 時から 11 月 10 日 0 時 30 分までのデータを
示す．他と比べて顕著に大きな変動を示すにも関わらず，�
異常を示すフラグ（▽）が立っていない観測点があるが，こ
れは，観測点ごとに存在する固有の癖によって普段から大
きな変動をしている観測点であり，他の観測地点と比べて
相対的に大きく変動していても平常の変動範囲内であるた
めである．南海トラフ地震情報対応研究会資料（2018）より．

いため，不確実な状況の中，判断を迫られるのである．

5. 2　�疑似観測データを用いた地震発生評価とその結果の
発表

こうした状況が発生した場合，どのような判定が下され

るのであろうか．そして評価結果はいつどのようなタイミ

ングで，社会に向けて発信されるのであろうか．現在，暫

定的であるものの，国の対応はある程度示されている．そ

こで，具体的なオペレーションや表現形式については適

宜，気象庁のホームページに掲載されているサンプル（気

象庁，2017）を参考にしたり，適宜有識者へのヒアリン

グなどを行って確認をとりつつ，こうしたケースでの情

報発信のされ方をシミュレートしてみた．詳細は割愛する

が，異常が見られてからおよそ1時間後の午前1時頃には，
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第 8図�　�試作された南海トラフ地震に関連する情報の擬似発表文の
一例．気象庁によるサンプルを修正・加筆したもの．南海
トラフ地震情報対応研究会（2018）資料より．（これはあく
までも一つのイメージとして作成されたもので，実際の内
容は，その時々の状況や専門家による評価検討結果を踏ま
えた内容になることに留意のこと．）

南海トラフ地震との関連の調査が開始され，この後午前 1

時 30 分頃に，地震の専門家による評価検討会が開催され

る旨の「南海トラフ地震に関連する情報（臨時）」が発表

される．その擬似発表文を作成してみたのが，第 8図で

ある．

気象庁によれば，評価検討会における検討の結果は，最

短で 2時間程度後には（たとえその時点でまだ結論が出

ていなくても）発表されるとしている（気象庁，2017）．

よって，1 時 30 分に評価検討会が開催されたとして，�

3 時 30 分頃には最初の記者会見が開かれることが予想さ

れる．

しかし今回のケースでは，そうした間に新たな事態が�

出現していく．午前 2時 45分には，先ほど異常が現れた

「藤枝花倉」の隣の観測点である「藤枝蔵田」でも，監視

基準値（レベル３）を超える変動が現れる（第 9図）．即ち，

異常を示す観測点が 2点になったという状況が出現する

のである．

ここでも判定役には地震発生の可能性の評価や対応の�

仕方について考えてもらい，どのような内容の発表をする
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か検討してもらう．この後も，状況は刻一刻と変わり，そ

の都度このような作業を繰り返して，異常な現象の進展に

対して，どのような判定・発表を行うことになるのか，タ

イムラインにそって検討してもらう．

5. 3　南海トラフ地震情報の報道・伝達のされ方の調査
これらの発表を受けて，メディアや自治体がどのような

対応を行うかを検討するのが，次の段階である．その際，

できるだけ具体的な対応を考えてもらうことが重要なポイ

ントとなる．

テレビの放送であれば，速報テロップや臨時ニュースの

タイミング，通常番組の中断の有無，画面に表示される�

文字情報（字幕）など，可能な限りリアルかつ状況を詳細

に想定してもらう．メディアの報道のありようで，社会の

反応は大きく左右される可能性があるからである．同時

に自治体についても，職員参集のタイミングや人数，防

第 9図　�作成された歪計の擬似観測データの一例．仮想的な日付で
11 月 9 日 0 時から，第 7 図から更に 6 時間 30 分経った，
11 月 10 日 7 時までのデータを示す．他は第 7 図と同じ．
南海トラフ地震情報対応研究会資料（2018）より．

災服の着用や災害対策本部室の使用の有無，避難所開設，�

メディアで情報を知った住民からの問い合わせ対応，地域

で発生し得る社会的影響などを詳細に想定してもらう．参

加者には事前にシナリオは周知せず，すべてブラインドで

実施する．

このように，南海トラフ地震に関連すると思われる異常

現象に対して，どの段階で国からどのような情報が発信さ

れ，メディアがその情報をどのように報道し，地方自治

体がどのような防災対応をとるのか．その時どのような�

社会的混乱が懸念されるのか．時間を追って「理科」の情

報に対する「社会」の反応や影響を一連の流れとしてシ

ミュレーションする研究会をこれまで数回開催して検討を�

重ねてきた．また，自治体の防災担当者やローカルメディ

ア（新聞社や放送局など）を対象とした非公開の実証的な

ワークショップも何度か行って，手法の効果や課題を明ら

かにした．これらについても興味深い結果が得られてい

る．詳細な成果については別途公表するが，導入間もない

南海トラフ地震情報の理解度や報道姿勢は，地域によって

大きな差があることがわかってきた．社会がこの新しい情

報を混乱なく受け止め，防災行動に活かすためには，情報

を発信する国・自治体・メディアが共通の認識を醸成して

いく作業が不可欠であろう．

６.　今後の展開

折しも国は，2018 年 4月に「南海トラフ沿いの異常な

現象への防災対応検討ワーキンググループ」を発足させ，

南海トラフ地震情報をめぐる社会・住民の対応について検

討を始めたところである．本研究プロジェクトは国の検討

とは独立したものであるが，国での検討内容とも密接に関

連する公共性・具体性の高いテーマである．

将来的には，本プロジェクトで開発されたこのシミュ

レーション手法を発展させ，自治体，企業，メディア，住

民が，南海トラフ地震情報が発表された状況を「疑似体験」

することを可能にする支援ツールを開発することを目指し

ている．これにより不確実性のあるあいまいな予測情報に

対して，どのように対応するべきかという「気づき」を参

加者に与え，それぞれが共通の認識を持ち，社会全体とし

て適切な防災行動を取るにはどうしたらよいのか，につい

て考える場を提供できることが期待される．このように本

研究は，南海トラフ地震情報への対応を協働で検討するこ

とを通じて，地震学や地球科学という「理科（科学）」の

成果を「社会（防災）」に橋渡ししていくことに貢献した

いと考えている．
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